
第２７期 ＪＸ石油開発株式会社

百万円 百万円

256,045 134,066

（ 10,643 ） （ 32,995 ）
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7,139 4
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△ 1,004

（ 245,402 ） （ 101,071 ）

〔 5,087 〕 96,541
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8
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1,016

1

187

〔 333 〕 121,978

122 （ 121,978 ）

195 〔 9,815 〕

15 〔 148,678 〕

〔 239,981 〕 29,630

9,656 119,048

210,507 〔 △ 36,514 〕

1,194 △ 36,514

727 4,841

13 136

1,676 △ 41,492

16,195

17

△ 6

256,045 256,045

そ の 他 流 動 負 債

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計 負 債 お よ び 純 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

探 鉱 開 発 投 資 勘 定 繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 貸 付 金 海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

差 入 保 証 金 特 別 償 却 準 備 金

関 係 会 社 株 式 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 出 資 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 準 備 金

投 資 有 価 証 券 そ の 他 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア

株 主 資 本

そ の 他 無 形 固 定 資 産

資 本 金

資 本 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

鉱 業 権

純 資 産 の 部

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

構 築 物 資 産 除 去 債 務

機 械 装 置 そ の 他 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

建 物 退 職 給 付 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

貸 倒 引 当 金

未 収 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

短 期 貸 付 金

前 受 金

未 収 入 金

前 受 収 益

前 渡 金 未 払 法 人 税 等

未 収 収 益

預 り 金前 払 費 用

仕 掛 品 未 払 金

貯 蔵 品 未 払 費 用

売 掛 金 短 期 借 入 金

製 品 リ ー ス 債 務

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 買 掛 金

資 産 の 部 負 債 の 部

貸　　 借　　 対　　 照　　 表

（ ２０１７年３月３１日現在 ）

科         目 金          額 科         目 金          額



第２７期 ＪＸ石油開発株式会社

百万円 百万円

8,373

1,515

6,857 

347

9,440

2,930 

72               

277              

467              

531              

15               1,366

1,338            

104              

209              

5                1,658

3,221 

30,636           

3,651            

311              34,599

37,821 

144              

1,451△           1,306△           

36,514 

損　　益　　計　　算　　書

（ 自  ２０１６年 ４月 １日　　至　  ２０１７年 ３月 ３１日 ）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

探 鉱 費

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 保 証 料

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

鉱 区 撤 退 損 失 戻 入 益

支 払 利 息

支 払 保 証 料

為 替 差 損

雑 損 失

経 常 損 失

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法人税、住民税および事業税

関 係 会 社 株 式 評 価 損

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当



第２７期 ＪＸ石油開発株式会社

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

106,315 126,130 50,524 176,655 11,931 164 △136,572 △124,476 158,493

準備金から剰余金への振替 △96,500 96,500 - - -

減 資 △96,500 96,500 96,500 - -

欠 損 填 補 △124,476 △124,476 124,476 124,476 -

当 期 純 損 失 - △36,514 △36,514 △36,514

任 意 積 立 金 の 取 崩 - △7,449 △164 7,613 - -

任 意 積 立 金 の 積 立 - 358 136 △495 - -

△96,500 △96,500 68,523 △27,976 △7,090 △27 95,079 87,961 △36,514

9,815 29,630 119,048 148,678 4,841 136 △41,492 △36,514 121,978

百万円

158,493

準備金から剰余金への振替 -

減 資 -

欠 損 填 補 -

当 期 純 損 失 △36,514

任 意 積 立 金 の 取 崩 -

任 意 積 立 金 の 積 立 -

△36,514

121,978

特別償却
準備金

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

純資産合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計 海外投資等
損失準備金

繰越利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（ 自  ２０１６年 ４月 １日      至 ２０１７年 ３月 ３１日 ）



　第２７期 ＪＸ石油開発株式会社

（１）資産の評価基準および評価方法

　①有価証券の評価基準および評価方法

　　ア．子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しています。

　　イ．その他有価証券

  　　　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しています。

　②たな卸資産の評価基準および評価方法

　　ア.　製品、仕掛品および貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

　　 切下げの方法により算定）を採用しています。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産 定率法を採用しています。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附

（リース資産を除く） 属設備は除く）については定額法を採用しています。

（会計方針の変更） 法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成28年4月1日以降取得した建物附属設備

及び構築物については、定率法から改正後の法人税法に基づく減価償却の方法であ

る定額法に変更しています。

この変更による当事業年度の損益の影響は、該当資産の取得がなかったため

ありません。

　②無形固定資産

（リース資産を除く）

鉱業権 国内鉱区における生産開始後、生産高比例法を採用しています。

ソフトウエア 自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用期間（5年間）に

基づく定額法を採用しています。

　③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

　④探鉱開発投資勘定 探鉱開発投資勘定には、鉱区評価費用および生産分与契約に基づく回収対象の探鉱

事業費等を計上しています。

また、利権契約等に基づく開発移行後又は開発移行の確率が高くなった段階にお

いて発生した費用を計上する予定です。

探鉱開発投資勘定については、本格生産開始後償却を開始する予定です。

（３）引当金の計上基準

　①貸倒引当金　 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しています。

　②賞与引当金 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しています。

　③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法により費用処理しています。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生年度の翌事業年度

から費用処理しています。

　④関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、

当社が負担することとなる損失見込額を計上しています。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　①消費税等の会計処理

　　　税抜方式を採用しています。

　②連結納税制度の適用

　　　ＪＸＴＧホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しています。

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記



　

２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 百万円

（２）債務保証等

　①関係会社に対する債務保証等

　　ア．開発事業等資金調達のための債務保証 百万円

　　イ．廃坑義務履行のための債務保証 百万円

　　ウ．探鉱義務履行のための債務保証 百万円

　　エ．生産設備賃借のための債務保証 百万円

　　関係会社に対する債務保証等　計 百万円

　②その他に対する債務保証等

　　ア．開発事業等資金調達のための債務保証 百万円

　　イ．販売契約履行のための債務保証 百万円

　　ウ．探鉱義務履行のための債務保証 百万円

　　エ．従業員住宅融資にともなう債務保証 百万円

　　その他に対する債務保証等　計 百万円

債務保証等合計 百万円

（３）関係会社に対する債権および債務

　　　（ア）　①債権

　　ア．短期金銭債権 百万円

　　　（ア）　②債務  

　　ア．短期金銭債務 百万円

３．損益計算書に関する注記

（１）関係会社との取引高

　①営業取引

　　ア. 売上高 百万円

　　イ. 販売費および一般管理費 百万円

　②営業取引以外の取引 百万円

31,878

44

710

32,646

7,373

22,900

73,904

21,270

41,258

2,507

13,865

1,985

7,988

13

6,385

2,406

445



４．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 株

５．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

賞与引当金 百万円

退職給付引当金

探鉱費

税務上の繰越欠損金

関係会社株式

投資有価証券

貸倒引当金

資産除去債務

外貨建長期借入金評価差額

土地

その他

　　繰延税金資産合計　　繰延税金資産 小計 百万円

　　評価性引当額 百万円

　　繰延税金資産 合計 百万円

　　繰延税金負債

資産除去債務対応資産 百万円

特別償却準備金

海外投資等損失準備金

投資有価証券

　　繰延税金負債 合計 百万円

　　繰延税金資産の純額 百万円

158,330

307

577

71,602  △       

808

1,637

19,535

91,137

49,580

96

311

187

5,953

31,626

55

16,520

56  △           

1,884  △        

1,015  △        

3,015  △        

60  △           



（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、金融機関およびＪＸＴＧグループのファイナンス会社からの借入により資金を調達しています。

　一時的な余資は、預託金への預託および借入金の返済に充当しています。

　短期貸付金は石油開発プロジェクト子会社に対する貸付金等です。

　投資有価証券および関係会社株式は、非上場の石油開発プロジェクト会社株式等です。

　借入金の使途は運転資金（短期）および設備投資資金（長期）です。

　預り金は石油開発プロジェクト子会社よりの余資等の預り金です。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　2017年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注2）を参照ください）。

（単位：百万円）

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（１）短期貸付金（長期貸付金の１年内回収予定分を含まず）

変動金利の貸付によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっています。

（２）預り金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

（３）長期借入金（１年内返済予定分を含む）

変動金利の借入によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（貸借対照表計上額　投資有価証券 9,656百万円　関係会社株式 230,232百万円）は、市場

価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困

難と認められるものであるため、時価開示の対象とはしていません。

（２）預り金

（３）長期借入金 (100,244) (100,244)

(21,213)

（１）短期貸付金 6,687

 - 

 - 

(21,213)

6,687

６．金融商品に関する注記

貸借対照表計上額 時価 差額

 - 



７．関連当事者との取引に関する注記

（１）親会社および法人主要株主等

百万円 百万円

被 債 務 保 証 (注1) 33,178

保 証 料 の 支 払 (注1) 103

未 払 金 22

　上記金額のうち、取引金額に消費税等は含まれていません。

　取引条件ないし取引条件の決定方針

(注１) 　銀行等からの借入に対し同社より債務保証を受けており、保証料については取引実勢に基づき合理的に決定しています。

(注２) 　経営管理料については、同社と「JXTGグループの経営管理に関する契約」を締結し、実際の発生費用に基づき、合理的な

　水準で決定しています。

未 払 費 用 0

経 営 管 理 料 の

支 払
(注2) 1,809

期末残高属性 会社等の名称 取引の内容 取引金額 科目
関連当事者
との関係

親会社 JXTGホールディングス㈱ 経営管理



（２）子会社・関係会社等

百万円 百万円

預 り 金 利 息 (注１) 4

受 取 配 当 金 424 －

債 務 保 証 (注３) 4,662

保 証 料 の 受 入 (注３) 65

日本ベトナム石油㈱
探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

預 り 金 利 息 (注１) 3

受 取 配 当 金 1,600 － －

預 り 金 の 払 出 4,473

預 り 金 利 息 (注１) 1

有 償 減 資 3,150 － －

債 務 保 証 (注３) 26,991

保 証 料 の 受 入 (注３) 27

債 務 保 証 (注３) 1,932

保 証 料 の 受 入 (注３) 7

債 務 保 証 (注３) 3,966

保 証 料 の 受 入 (注３) 6

貸 付 金 の 回 収 4,044

受 取 利 息 (注２) 3

増 資 の 引 受 (注４) 2,987 － －

受 取 利 息 (注２) 2

日本パプアニューギニア石
油㈱

探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

受 取 配 当 金 1,969 － －

　上記金額のうち、取引金額に消費税等は含まれていません。

　取引条件ないし取引条件の決定方針

(注１) 　預り金利息については、「金銭消費寄託契約」を締結し、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しています。

(注２) 　受取利息については、「極度貸付契約書」、「Loan Agreement」および「Loan Facility Agreement」を締結し、市場金

　利等を勘案して利率を合理的に決定しています。

(注３) 　銀行等からの借入に対し同社への債務保証を行っており、保証料については取引実勢に基づき合理的に決定しています。

(注４) 　増資の引受は、同社が行った増資を１株200,000円で引き受けたものです。

(注５) 　債務超過である子会社において将来見込まれる損失額に対し3,651百万円の関係会社事業損失引当金を計上しています。

子会社

子会社
探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

子会社
JX Nippon Oil and Gas
Exploration (Australia)
Pty Ltd

探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

－
子会社 JXカタール石油開発㈱

探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

JX日鉱日石サラワク陸上石
油開発㈱

貸 付 金 2,525
探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

－

0未 収 収 益子会社
Nippon Oil Exploration
（PNG）Pty Ltd

探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

－ －

－

預 り 金

未 収 収 益 0

預 り 金 301

7,739

関連当事者
との関係

9,011預 り 金

取引の内容 取引金額 科目 期末残高会社等の名称

－

子会社

探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

－日石ベラウ石油開発㈱
探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

子会社 JXミャンマー石油開発㈱

属性

子会社 JXサラワク石油開発㈱

子会社

子会社

日本カナダ石油㈱

子会社
JX Nippon Exploration
and Production (U.K.)
Limited

探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務



（３）兄弟会社等

百万円 百万円

支 払 利 息 (注１) 643

貸 付 金 の 回 収 846

受 取 利 息 (注１) 6

支 払 利 息 (注２) 450

貸 付 金 の 回 収 212

受 取 利 息 (注３) 24

JXTGエネルギー㈱
出 向 者 の
受 入 等

人 事 関 係 取 引 (注４) 1,028 未 払 金 104

債 務 保 証 (注５) 21,702

保 証 料 の 受 入 (注５) 104

　上記金額のうち、取引金額に消費税等は含まれていません。

　取引条件ないし取引条件の決定方針

(注１) 　JXファイナンス㈱からの貸付金利息および借入金利息については、同社と「金銭消費寄託契約」および　「限度貸付契約」

　を締結し、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しています。

(注２) 　JX NIPPON FINANCE NETHERLANDS B.V.からの借入金利息については、同社と「Inter-Company Loan Agreement」を締結し、

　市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しています。

(注３) 　JX　NIPPON FINANCE NETHERLANDS B.V.からの貸付金利息については、同社と「Overdraft Agreement」を締結し、市場金利

　等を勘案して利率を合理的に決定しています。

(注４) 　人事関係取引については、出向者に係わる給与等であり、同社と「出向に関する協定書」を締結し、実際の発生費用に基づき、

　合理的に決定しています。

(注５) 　銀行からの借入に対し同社への債務保証を行っており、保証料については取引実勢に基づき合理的に決定しています。

８．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たりの純資産額 918,050 円 51 銭

（２）１株当たりの当期純損失 82,983 円 7 銭

９．その他の注記

（１）記載金額

百万円未満を切り捨てて表示しています。

親会社の子会社
716

借 入 金 69,000

14,584

貸 付 金

－

－

借 入 金

－

－

期末残高取引金額 科目

親会社の子会社 JXファイナンス㈱
当 社 資 金 の
運 用 調 達 代 行

属性
会社等
の名称

取引の
内容

関連当事者
との関係

親会社の子会社
JX Nippon Oil
Exploration (EOR)
Limited

探鉱開発事業
への出融資お
よび管理業務

親会社の子会社

JX NIPPON FINANCE
NETHERLANDS B.V.

当 社 資 金 の
運 用 調 達 代 行


